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研究の目的： 
本研究の目的は、メンタルヘルス不調により療養を要する労働者のセルフケアや家族によ
るケア、療養面、労務管理面等において、労働者本人、家族、主治医、事業場者及び人事
労務担当者、ライン、産業医等の産業保健スタッフ等の関係者がどのように関与すべきか
等について、複数の事業場でのモデル事業や臨床研究（効果評価研究）を取り入れた研究
を行って、臨床面と職場において科学的根拠をもった、実効性のある、メンタルヘルス不
調労働者の休業中のセルフケア、円滑な復職、再発予防を総合的に支援する新しい制度と
ツールを含む対策を提案することであった。 
 
研究方法： 
いずれの研究課題も、平成 26 年度に文献調査、国内外研究協力者からの情報収集を行い、
平成 27年度に、各種方策を実行するためのガイドライン、マニュアルなどのツール類を試
作し、平成 28年度に作成した資料、ツール、マニュアル、教材類を、実際の臨床場面にお
ける模擬的使用や無作為化比較試験を含む効果評価研究の手法を用いて、その有用性を評
価し、最終的な成果物とした。また、平成 27年度には、中間成果を基にしたシンポジウム
を開催し、成果予定物に対する意見を広く求め、最終年度の研究に資するようにした。 
 
研究成果： 
１）科学的根拠に基づく休業者のセルフケア支援の手引きと支援ツール「うつせる。」を完
成した。無作為比較対照研究により「うつせる。」の効果評価研究を行い、一部有効性を示
した。 
２）休業労働者の職場復帰支援策として採用されている英国のフィットノートシステムに
ついて、英国での情報収集、文献調査、専門家の意見調査、臨床現場での模擬的試行によ
り、わが国にフィットノートを導入するにあたっての課題を整理した。 
３）復職判定に利用可能な生活記録表の標準的な様式を完成させた。さらに（嘱託）産業
医の使用を想定した「生活記録表を用いた復職支援マニュアル」を完成させた。 
４）リワークスタッフによる職場訪問型復職支援のガイドライン案とスタッフのトレーニ
ングプログラム案を資料とともに作成した。 
５）管理監督者向けのマネジメントスキルに対応したメンタルヘルス不調の部下の復職対
応スキル研修の基本プログラムを完成させた。研修の実施マニュアル、説明ＶＴＲ、eラー
ニング教材を完成させた。「職場復帰支援のための職場環境改善のヒント集」（暫定版）を
完成させた。 
６）メンタルヘルス不調による休職者の復職時の負担軽減のために、ICT を活用して、本
人、上司、産業保健スタッフ間の コミュニケーションを促進するために開発したシステム
試行版をモデル事業場で試行し、その有効可能性を確認した。 
 
 
結論： 
複数の事業場でのモデル事業や臨床研究（効果評価研究）によって、以下の課題に対する
科学的根拠を一部示し、メンタルヘルス不調労働者の休業中のセルフケア、円滑な復職、



再発予防を総合的に支援する新しい制度とツールを含む対策を提案した： 
１）メンタルヘルス不調による休業者のセルフケア支援方策の開発 
２）主治医と事業場スタッフの円滑な連携を目的としたフィットノートシステムの開発 
３）生活記録表による復職支援の開発 
４）リワーククリニックのスタッフによる職場訪問型復職支援プログラムの開発 
５）復帰後の再発予防のための管理監督者教育及び職場環境改善の手法の開発 
６）職場復帰後のメンタルヘルス不調労働者の再発予防のための産業保健スタッフ・上司・
本人が情報交換するシステムの開発 
 
今後の展望： 
１）新しく開発されたセルフケアのプログラムを利用することで、これまで専門家による
支援が届きにくかった休職者に、復職に役立つ情報や知識を伝えることが可能になると期
待される。 
２）我が国に導入する課題として、フィットノートを補足する資料や、アシスタントやコーデ
ィネーターなどの支援体制、福祉への移行をスムースにする制度、責任体制・情報管理の整備の
必要性が挙げられるものの、フィットノートは、事業場と臨床医の直接のコミュニケーション促
進のツールとして有用に活用できることが期待される。 
３）生活記録表は、非専業産業医への認知度が低いものの、専業産業医の調査結果も加味すると
使用ニーズが非常に高いことが明らかとなった。生活記録表を実際の復職面談時に利用した場合、
産業医の入手情報量は多く、面談を行う医師は高い安心感を得て、面談の効率も高まることが期
待される。 
４）リワークスタッフ及び企業担当者向けの大規模トレーニングは、作成した資料の十分な有
用性、満足度を示した。職場訪問フォローアップ面談は有用と思われるが、面談の形式、費用負
担について検討する必要があることを明らかにした。 
５）「管理監督者向け復職対応マネジメ ントスキル研修」は、経験の少ない講師によって実
施された場合でも有効であることが示され、管理職の復職スキル向上に活用できる可能性
がある。「職場復帰ヒント集」は、職場復帰時の職場及び制度の改善を幅広く検討する際の
ヒントとして有効と思われる。 
６）休業者、管理監督者、産業保健スタッフの情報共有を容易にするシステムは、復職プラ
ン、通院状況、体調など、当該労働者の復職に関する情報を共有する上で有効であると考えられ
た。今回システム化を見送った機能の追加や、試行によって抽出された課題を解決することで、
より多くの疾患に適応できる汎用性の高いシステム開発につながる可能性がある。 


